
法対応設定ファイル　記入方法

法対応設定ファイル　ダウンロード方法

① 左側の黒いメニューバーより「法対応レポート」を押下し

法対応レポート (ID: SCR_12010)ページを表示します。

② 下部の法対応設定にある実績年度にて2024を選択します。

③ 自動計算 ※６月13日機能リリース予定

昨年は法対応リストを出力し、今年度の報告値を

法対応設定ファイルに転記する作業が必要でしたが、

自動計算し、法対応設定ファイルに自動出力する機能が

追加されます。

計算値を法対応設定ファイルに反映する場合は

チェックをいれてください。

チェックをいれた場合は計算作業があるためチェックなしより

ダウンロードに時間がかかります。

④ 設定完了後「法対応設定ファイルダウンロード」を押下すると

法対応設定ファイルがダウンロードされます。

法対応設定ファイル　アップロード方法

① 左側の黒いメニューバーより「法対応レポート」を押下し

法対応レポート (ID: SCR_12010)ページを表示します。

② 下部の法対応設定にあるファイルアップロードに

各設定を記入した法対応設定ファイルを

ドラッグ＆ドロップ　または　「ファイルを選択...」を押下し

ご選択ください。

③ 「保存」を押下すると法対応設定ファイルがアップロード

され、各法対応設定が反映されます。

①

②

③
④

①

②

③
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法対応設定ファイル　記入方法

【特定表_企業設定】シート　記入方法

① 提出先

省エネ法定期報告書の提出先をご記入ください。

② 提出年月日

半角数字8桁でご記入ください。

③ 銘柄コード

半角英数4文字でご記入ください。（任意入力）

入力内容は省エネ法定期報告書　特定表の表紙に反映されます。

※ 住所、法人名、法人番号、代表者の役職名、代表者の氏名は＠エナジー企業情報に登録されている情報が反映されます。

④ エネルギー管理企画推進者エネルギー管理士免状番号又は講習修了番号

エネルギー管理士免状番号又は講習修了番号をご記入ください。

エネルギー管理企画推進者が未選任の場合は「空白」とし、

エネルギー管理企画推進者の欄には報告書作成実務者名をご記入ください。

⑤ 変更前事業者名称　変更前事業者所在地

前回報告から事業者の名称及び所在地が変更になっている場合はご記入ください。

入力内容は省エネ法定期報告書　特定-第1表に反映されます。

※ 事業者の名称、主たる事業所の所在地は＠エナジー企業情報に登録されている

情報が反映されます。主たる事業、細分類番号は細分類設定シートの情報が反映されます。

⑥ 特定-第12表-7　請求有無区分　提供有無区分

省エネ法定期報告書　特定-第12表7　権利利益の保護に係る請求及び情報の提供の有無　に反映されます。

プルダウンより「有」「無」をご選択ください。

エネルギー管理企画推進者が

未選任の場合は「空白」

エネルギー管理企画推進者が

未選任の場合は「作成実務者名」

エネルギー管理企画推進者勤務地FAX番号は

６月中旬ごろ追加予定
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法対応設定ファイル　記入方法

【細分類設定】シート　記入方法

① 主たる事業

主な事業１つにプルダウンより「○」をご選択ください。事業が１つの場合は、その事業に「○」としてください。

入力内容は省エネ法定期報告書　特定-第1表および特定-第12表1に反映されます。

【細分類ごと年度別報告値設定】シート　記入方法

① 細分類番号　細分類名　原単位分母名　単位

【細分類設定】シートの情報が反映されます。

【細分類設定】シートを更新された場合は、再度法対応設定をダウンロードいただくと最新の状態と

なります。

② エネルギー消費原単位　電気需要最適化評価原単位

原単位分母名が複数ある場合は記入が必要となります。原単位分母名が１つならば記入は不要です。

2023年度は旧法と新法の数値報告がありましたが、新法の数値をご記入ください。

入力内容は省エネ法定期報告書　特定-第3表1-1および2-1に反映されます。

昨年報告した

原単位の

（ ）ではない方の

新法の数値を記入します
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法対応設定ファイル　記入方法

【特定表_年度別報告値設定】シート　記入方法

① ---で囲まれた箇所
法対応設定ファイルのダウンロード時に自動計算にチェックをいれてダウンロードすると自動で数値が記入されます。

※自動計算機能は６月13日リリース予定です。

② エネルギー消費原単位　対前年度比　電気需要最適化評価原単位　対前年度比

昨年以前に報告された特定-第4表の数値をご記入ください。

原単位分母名が複数ある場合はエネルギー消費原単位、電気需要最適化評価原単位の記入は不要です。

入力内容は省エネ法定期報告書　特定-第2表1-1および特定-第4表に反映されます。

③ イの理由

エネルギー消費原単位の5年度間平均原単位変化が99.0%を超えた場合、

理由をご記入ください。5年度間平均原単位変化の算出方法は、

過去５年度間の対前年度比をそれぞれ乗じた値の４乗根となります。

④ ロの理由

エネルギー消費原単位が前年度より改善できなかった場合、ご記入ください。

⑤ ハの理由

電気需要最適化評価原単位の5年度間平均原単位変化が99.0%を超えた場合、

理由をご記入ください。5年度間平均原単位変化の算出方法は、

過去５年度間の対前年度比をそれぞれ乗じた値の４乗根となります。

⑥ ニの理由

電気需要最適化評価原単位が前年度より改善できなかった場合、

ご記入ください。

⑦ 非化石エネルギー未向上の理由

非化石エネルギー使用状況が前年度より向上しなかった場合、ご記入ください。

入力内容は省エネ法定期報告書　特定-第5表に反映されます。
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法対応設定ファイル　記入方法

【特定表_電気の需要の最適化に資する措置】シート　記入方法

2025年提出の定期報告書より新しく追加されました任意で報告を求める事項です。

報告可能な事業者のみご記入ください。なお、一部の項目のみ記入し報告することも可能です。

① アグリゲーター等とのDRに関する契約の状況

アグリゲーター等とのDR（ディマンド・リスポンス）に関する契約実績がある場合「有」、無い場合「無」をプルダウンよりご選択ください。

設置する工場等のうち１箇所でも契約実績がある場合は「有」を選択ください。

② DR実施時の最大供給容量

上げ DR や下げ DR を実施した際に１コマ（30 分単位）あたりの DR 供給容量が最大であったもの（最大供給容量）をご記入ください。

③ DR実施量

実績入力 その他データに登録されたDR実施量が自動で反映されます。

④ 活用した設備

上げ DR や下げDR 等を実施する際に活用した設備はプルダウンより「○」をご選択ください。

自家発電設備、電気を消費する機械器具、空気調和設備、蓄電池及び蓄熱システム以外の設備を用いて DR に取り組んだ場合は、

その他の欄に活用した設備をご記入ください。

入力内容は省エネ法定期報告書　特定-第2表1-4、1-5に反映されます。

【特定表_その他の指標の状況】シート　記入方法

任意で設定した非化石指標に関して記入します。報告は任意となります。

① 指標

設定した非化石指標をご記入ください。最大20件まで登録可能です。

② 指標の範囲における全体のエネルギー使用量

設定した指標の範囲における全体のエネルギー使用量を記入ください。

③ その他の指標の状況

設定した指標の範囲における非化石比率をご記入ください。

④ 目標年度

設定した指標の目標年度をご記入ください。目標年度の登録は１つのみとなります。

⑤ 目標

設定した指標の目標非化石比率をご記入ください。

入力内容は省エネ法定期報告書　特定-第3表3-3に反映されます。
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法対応設定ファイル　記入方法

【特定表_ベンチマーク】シート　記入方法

① 対象事業名称（セクター）

プルダウンより対象ベンチマーク事業名称をご選択ください。

上詰めでご入力ください。

② エネルギー使用量

お客さまにて資源エネルギー庁提供のベンチマーク指標計算ツール等より

計算して数値をご記入ください。

③ 達成率

報告対象年度のベンチマーク指標の見込みに対する報告対象年度の実績の

割合をご記入ください。算出方法は、（報告対象前年度のベンチマーク

指標の値－報告対象年度のベンチマーク指標の値）÷（報告対象前年度の

ベンチマーク指標の値－ベンチマーク指標の見込み）×100　となります。

④ 根拠となる情報　参考となる情報

複数のベンチマークがある場合はそれぞれに1行となっていません。まとめて

ご記入ください。更新サインは対象事業名称（セクター）の登録のある行の

すべての更新サインが反映されますので、更新の際はご注意ください。

各項目1600文字までとなります。

入力内容は省エネ法定期報告書　特定-第6表　特定-第7表1-1、1-2に

反映されます。

【特定表_判断の基準】シート　記入方法

① 各項目

プルダウンより該当項目をご選択ください。

② 予定年

プルダウン選択により記入が必要な場合はセルの色が白色に

変わります。半角数字4桁でご記入ください。

入力内容は省エネ法定期報告書　特定-第8表に反映されます。
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法対応設定ファイル　記入方法

【指定表_物件設定】シート　記入方法

① エネルギー管理指定工場変更前名称

昨年報告より名称の変更があった場合はご記入ください。

② 免状番号又は講習修了番号

エネルギー管理士免状番号又は講習修了番号をご記入ください。

エネルギー管理者が未選任の場合は「空白」とし、

エネルギー管理者の欄には報告書作成実務者名をご記入ください。

入力内容は省エネ法定期報告書　指定-第1表に反映されます。

※ エネルギー管理指定工場等番号、主たる事業、細分類番号は

物件設定シートの情報が反映されます。

当該工場等の所在地は＠エナジー物件情報に登録されている

情報が反映されます。

③ ---で囲まれた箇所
法対応設定ファイルのダウンロード時に自動計算にチェックをいれて

ダウンロードすると自動で数値が記入されます。

※自動計算機能は６月13日リリース予定です。

④ エネルギー消費原単位　電気需要最適化評価原単位

非化石エネルギーの使用状況

昨年以前に報告された指定-第６表の数値をご記入ください。

入力内容は省エネ法定期報告書　指定-第6表に反映されます。

エネルギー管理者が

未選任の場合は「空白」

エネルギー管理者が

未選任の場合は「作成実務者名」

FAXは６月中旬ごろ追加予定
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法対応設定ファイル　記入方法

【指定表_物件設定】シート　記入方法

⑤ イの理由

エネルギー消費原単位の5年度間平均原単位変化が99.0%を超えた場合、

理由をご記入ください。5年度間平均原単位変化の算出方法は、

過去５年度間の対前年度比をそれぞれ乗じた値の４乗根となります。

⑥ ロの理由

エネルギー消費原単位が前年度より改善できなかった場合、ご記入ください。

⑦ ハの理由

電気需要最適化評価原単位の5年度間平均原単位変化が99.0%を超えた場合、

理由をご記入ください。5年度間平均原単位変化の算出方法は、

過去５年度間の対前年度比をそれぞれ乗じた値の４乗根となります。

⑧ ニの理由

電気需要最適化評価原単位が前年度より改善できなかった場合、

ご記入ください。

⑨ 非化石エネルギー未向上の理由

非化石エネルギー使用状況が前年度より向上しなかった場合、ご記入ください。

入力内容は省エネ法定期報告書　指定-第7表に反映されます。

⑩ 指定-第10表-5　請求有無区分　提供有無区分

省エネ法定期報告書　指定-第10表5　権利利益の保護に係る請求及び情報の提供の有無　に反映されます。

プルダウンより「有」「無」をご選択ください。

2025年提出の定期報告書より新しく追加されました任意で報告を求める事項です。

報告可能な事業所のみご記入ください。なお、一部の項目のみ記入し報告することも可能です。

⑪ アグリゲーター等とのDRに関する契約の状況

アグリゲーター等とのDR（ディマンド・リスポンス）に関する契約実績がある場合「有」、無い場合「無」をプルダウンよりご選択ください。

⑫ DR実施時の最大供給容量

上げ DR や下げ DR を実施した際に１コマ（30 分単位）あたりの DR 供給容量が最大であったもの（最大供給容量）をご記入ください。

⑬ DR実施量

実績入力 その他データに登録されたDR実施量が自動で反映されます。

⑭ 活用した設備

上げ DR や下げDR 等を実施する際に活用した設備はプルダウンより「○」をご選択ください。

自家発電設備、電気を消費する機械器具、空気調和設備、蓄電池及び蓄熱システム以外の設備を用いて DR に取り組んだ場合は、

その他の欄に活用した設備をご記入ください。

入力内容は省エネ法定期報告書　指定-第2表1-4、1-5に反映されます。
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法対応設定ファイル　記入方法

【指定表_設備情報】シート　記入方法

① 物件番号

エネルギー管理指定工場等に指定されている物件番号をご記入ください。

② 使用の合理化に関する設備／上記以外のエネルギーを消費する主要な設備

プルダウンよりご選択ください。

入力内容は省エネ法定期報告書　指定-第3表に反映されます。

【指定表_判断の基準】シート　記入方法

① 各項目

プルダウンより該当項目をご選択ください。

② 一部設定済の進捗

プルダウンで一部設定済を選択した場合、半角数字2桁までで

ご記入ください。

入力内容は省エネ法定期報告書　指定-第8表1（事務所用途）に

反映されます。

※自動計算機能は６月13日リリース予定です。指定-第8表2-1、2-2（工場用途）を設定するシートは６月中旬ごろ法対応設定ファイルに追加予定です。
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